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神奈川県営水道事業経営計画の改定にあたって 

 

 神奈川県営水道は、緑濃い山々や湖、そして相模川や酒匂川などの豊かな自然に

恵まれた地域において、全国初の県営による広域水道として、昭和８年に湘南地方

の１市９町、給水人口４千人への給水を開始いたしました。 

 

 この間、年々増加する水需要に対処するため、９次にわたる水道施設の拡張事業

に取り組むとともに、発生の切迫性が指摘されている東海地震に備えた対応をほぼ

完了し、現在は、12市６町、280万人のライフラインとして、お客さまの生活や産

業の発展に不可欠な、安全で安心な水の安定的な供給を実現しています。 

 

 一方、県営水道を取り巻く経営環境は、節水意識の浸透、節水機器の普及、企業

等の地下水利用への転換に加え、東日本大震災の影響などにより、水道料金収入が

長期的に減少を続けており、さらに将来的には、給水人口も減少に転じていくもの

と考えられ、大変厳しい状況にあります。 

 

 また、高度経済成長期の水需要に対処するために急ピッチで整備してきた浄水場

や水道管路など水道施設の経年劣化が進行するとともに、給水区域で最大規模と想

定される南関東地震への対応などが求められており、今後の水道施設の更新が大き

な課題となっています。 

 

 このような、県営水道を取り巻く環境の変化を踏まえ、将来にわたって、安全で

良質な水の安定的な供給を持続していくため、30年程度先の将来を展望しつつ、今

後５年間の具体的な取組と目標を明確にし、「神奈川県営水道事業経営計画」を改

定いたしました。 

 

 引き続き、私ども職員は一丸となって、この計画に基づく事業を着実に実施する

ことにより、安全で良質な水の安定的な提供という水道事業者の使命に努め、いつ

までもお客さまから信頼される県営水道を目指してまいります。 

今後とも、皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 

 

 

平成26年３月 

                       

 神奈川県公営企業管理者 

                        企業庁長  古 谷 幸 治 
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Ⅰ 策定の趣旨 

神奈川県営水道は、昭和８年に湘南水道として給水を開始して以来、年々増加

する水需要に対応しながら、お客さまに安全で良質な水を安定的にお届けするた

めに、事業を推進してきました。 

  近年では、節水意識の浸透などにより水需要は減少傾向が続いており、さらに

施設拡張から維持管理の時代に転じるなど、経営環境は変化しています。 

このため、県営水道では、平成 18年度から 27年度までを計画期間とする「神

奈川県営水道事業経営計画」を定め、「災害に強い水道づくり」、「より安全で

おいしい水の供給」、「経営改革の徹底」の３点に重点を置いて主要事業に取り

組み、現行の計画目標を達成できる見通しとなりました。 

こうした中で、平成 23年３月の東日本大震災の経験を経て、地震をはじめ災害

対策のさらなる推進が求められるとともに、水道料金収入の減少が見込まれる中

で、高度経済成長期に集中的に整備した施設の更新への対応を図るなど、中長期

の視点からの計画的な事業展開が求められています。 

このような経営環境の変化や課題を踏まえ、今後もお客さまに安全・安心な水

道水の供給を持続していくため、現行計画を前倒しで改定し、平成 26年度を初年

度とする新たな経営計画を策定するものです。 

 

Ⅱ 神奈川県営水道の現状 

１ 神奈川県営水道のあゆみ 

県営水道は、飲料水の不足などで困窮していた湘南地域の市町の要望を受け、

昭和８年に湘南地区１市９町を給水区域とする広域水道として業務を開始し、

昭和 15年には県営相模原水道が創設され、昭和 27年の地方公営企業法施行に

伴い、両水道を併せ県企業庁が経営を行うこととなりました。 

その後、昭和 29年には箱根地区で給水業務を開始するなど順次給水区域を拡

大し、平成 25年４月１日現在では、県央・湘南地域を中心に 12市６町を給水

区域とし、給水戸数 126万 71戸、給水人口 279万 883人、１日最大送水量 105

万8,758㎥の大規模水道となっています。 

この間、年々増加する水需要に対処するため、浄水、送水、配水設備等の拡

張事業を継続して実施しました。昭和 17年度から昭和 57年度にかけて、第１

次から第８次にわたる拡張事業を、また昭和 58年度から平成３年度にかけては、

相模ダム等の既存水源で安定給水の充実を図るための施設拡充事業を行いまし

た。 

さらに、平成４年度から、宮ヶ瀬ダムによる相模川水系からの新規受水に対

応するため第９次拡張事業を実施しました。宮ヶ瀬ダムからの本格受水が平成

13年度に開始されたことにより、県民生活の安定と産業の発展に不可欠な水の

安定的な供給が実現しています。 
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【 給水区域拡張の変遷 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

創設時（昭和８年） 

＜給水区域１市９町＞ 

平塚市、藤沢町、茅ヶ崎町、鎌倉町、

腰越町、逗子町、葉山町、大磯町、 

浦賀町、片瀬町 

現在の県営水道 

＜給水区域 12 市６町＞ 

相模原市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市

（旧橘町）、茅ヶ崎市、逗子市、厚木市、大和

市、伊勢原市、海老名市、綾瀬市、葉山町、寒

川町、大磯町、二宮町、箱根町、愛川町 

企業庁発足時（昭和 27 年） 

＜給水区域６市５町１村＞ 

平塚市、鎌倉市、藤沢市、茅ヶ崎市、

横須賀市（浦賀）、横浜市（戸塚区笠

間町）、葉山町、大磯町、大野町、逗

子町、相模原町、川尻村 
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２ 取り巻く環境と課題 

(１) 水需要の減少 

水需要は創設以来、人口の増加などを背景に増加の一途をたどり、平成４

年度には年間送水量３億 9,356万㎥と過去最大を記録しています。以降は横

ばいから減少に転じており、平成 24年度は３億 5,238万㎥で、ピーク時の９

割となっています。 

給水量のうち約８割を占める家庭用の使用水量は、平成８年の渇水以降、

節水意識の浸透や節水型機器の普及などにより、長期的に減少を続けていま

す。また、業務用についても、企業等の水の循環利用や地下水利用への転換

が進むことなどにより全体として減少傾向にあります。 

全国的には、既に人口減少に転じていますが、将来的には県営水道の給水

区域内の人口も減少に転じ、水道料金収入もさらに減少していくものと考え

られ、こうした中でも安定した水道サービスを持続的に提供していくことが

課題となっています。 

 

 

【 給水人口と年間送水量の推移 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

相模川河水統制事業 

相模ダム完成 Ｓ22 

相模川総合開発共同事業 

城山ダム完成 S39 

酒匂川総合開発事業 

受水開始 Ｓ49 

三保ダム完成 Ｓ53 

相模川水系建設事業 

受水開始（暫定）Ｈ10 

宮ヶ瀬ダム完成 Ｈ12 

受水開始 Ｈ13 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

S8 S13 S18 S23 S28 S33 S38 S43 S48 S53 S58 S63 H5 H10 H15 H20

(千㎥) (千人)

給水人口

年間送水量

<ピーク>
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(２) 水道施設の老朽化 

県営水道では、これまで９次にわたる施設の拡張事業に取り組んできまし

た。この結果、現在では、寒川、谷ケ原等の浄水場、100箇所を超える配水池

やポンプ施設を保有しています。これらの施設は、高度経済成長期の急激な

水需要の増加を背景として整備してきたものが多く、寒川第２浄水場や谷ケ

原浄水場が法定耐用年数に迫るなど、老朽化が進んでいます。 

また、送配水管路については、現在、総延長 9,000㎞を超える管路を布設

していますが、昭和 46年以前に布設した鋳鉄管及び鋼管が 1,315㎞残存して

おり、この膨大な管路の更新時期が迫っています。平成 22年 12月に茅ヶ崎

市内で発生した漏水事故は周辺家屋等に多大な被害を与えましたが、幹線管

路の事故は、都市化の進んだ地域では影響が大きいことから、速やかな老朽

化対策への対応が求められています。 

今後の人口減少を踏まえた水需要の減少傾向の中でも、更新需要が本格化

していくことが見込まれることから、中長期的な視点に立ち、適正な資産管

理のもとで施設の再構築を進めていくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

水道事業は、水道法上、市町村単位での運営が原則であり、最終的な給水区域が明らかで

すが、県営水道は、広域水道として周辺の地域や簡易水道などを編入しながら給水区域を順

次拡大してきたことから、最終的な給水区域が明確ではない中において、施設整備を行わざ

るを得ませんでした。 

このため、県営水道は、近隣の水道事業者と比べて多くの水道施設を保有するに至ってお

り、必ずしも効率的な配置がなされているとはいえない状況にあります。 

 

＜他事業者との比較（H24時点）＞ 

 県営水道 横浜市 川崎市 

給水人口(千人) 2,791 3,708 1,440 

給水面積(km2) 809 435 144 

管路延長(km) 9,119 9,255 2,520 

配水池数(箇所) 136 23 ７ 

 

参考 県営水道の施設 
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(３) 東日本大震災の影響 

東日本大震災とこれに続く福島第一原子力発電所の事故は、各地に様々な

被害をもたらしました。県営水道でも、地震による直接的な被害は軽微であ

ったものの、その後の原発事故による放射性物質の飛散や電力需給逼迫によ

る計画停電への対応、燃料や薬品、資機材の確保など、これまで想定してい

なかった事象への対応を通じ、危機管理の重要性を改めて認識させられまし

た。 

水道施設の耐震対策については、これまで、発生の切迫性が指摘されてい

る東海地震（震度５弱から６弱、レベル１地震動）に備えた耐震補強に取り

組み、浄水場等の基幹施設の耐震化はほぼ完了しています。 

その後、平成 20年の水道施設の技術的基準を定める省令の改正により、想

定される最大級の地震に備えることとされ、現在は、県営水道の給水区域で

最大規模と想定される南関東地震（震度６弱から７、レベル２地震動）に対

応した耐震化を進めています。現在の耐震化の状況は、基幹管路の耐震適合

率66％、主要な配水池の耐震化率18％、また、浄水施設については、平成21

年度から耐震診断及び耐震補強工事を順次実施している段階です。 

今回、未曾有の大震災を経て、耐震対策については、着実な取組に加え、

今後一層のスピード感をもって進めることが求められています。さらに、復

旧・応急体制や緊急時の危機管理体制の実効性の確保など、震災の経験を活

かした対策にも取り組んでいく必要があります。 

 

 

(４) 水道水質への高い関心 

県営水道では、これまでも河川への油や工業用薬品・農薬などの流出事故

に備えた水質管理体制の強化に努めてきたほか、水道水源では、湖における

アオコ対策の実施、浄水場では魚類監視装置や油分計による水質監視、じゃ

口から出る水道水については、水質検査計画に基づき、毎日 108箇所で水質

検査を行うなど、各段階ごとにきめ細かい水質管理を実施し、常に水道水の

安全と質の向上に努めています。 

しかしながら、東日本大震災後の福島第一原子力発電所の事故を受けて、

放射性物質に対する不安が高まりました。また平成 24年５月に発生した利根

川水系の水質事故では、浄

水施設では対応が困難な物

質が水源に流入することで、

大規模な取水障害や断水が

発生しており、水道水の安

全性やおいしさに対するお

客さまの関心の高まりや信

頼に応えるために、不断の

取組が求められています。 

【 県営水道の水質（平成24年度の平均値）】

寒川
浄水場系

谷ケ原
浄水場系

硬 度 mg/L 10～100 63 55

臭気強度 － 3以下 1未満 1未満

残留塩素 mg/L 0.4以下 0.4 0.4

水 温 ℃ 20以下 16.6 15.6

水質項目 単位
おいしい水
の要件
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  (５) 事業運営にかかる新たな動き 

県営水道では、これまでも近隣水道事業者との連携による水源開発や、民

間活力の活用による各種業務の委託化やＰＦＩ手法による施設の更新など、

時代に即した事業運営を図ってきました。 

こうした事業者間の連携を図ることは、今後も水道事業を持続的に運営し

ていく上で、重要な推進要素となっています。 

近隣水道事業者間の連携については、平成 19年の「今後の水道事業のあり

方を考える懇話会」の答申をもとに、県内５水道事業者を中心に設置された

「神奈川県内水道事業検討委員会」で検討が進められた結果、水質管理セン

ター（仮称）の設置や水道施設の共通化・広域化の方向性が示されているこ

とから、今後、連携を図りながら確実に進めていく必要があります。 

また、公民連携の視点からは、県営水道が蓄積した運営のノウハウなどを

民間事業者が習得し、国内や海外へ水道事業を展開していくための支援をす

る目的で、平成 26年度から「箱根地区水道事業包括委託」を実施することと

しています。 

このように、住民や近隣水道事業者、民間企業等との連携を通じ、新たな

課題の解決に向けて積極的な取組が求められています。 

さらに、ほぼ半世紀ぶりに全面的な見直しが図られた地方公営企業会計制

度の見直しへの対応も重要です。民間の企業会計原則を取り入れるなど従前

の会計基準から大きく変更されることから、見直しに伴う影響などを明確に

した上で、経営状況についての説明責任を果たしていく必要があります。 
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Ⅲ 将来展望と水道システムの再構築 

県営水道は、取り巻く環境と課題を踏まえ、将来にわたって、安全で良質な水

の安定的な供給を持続していくため、30年程度先の将来を展望した水道システム

の再構築を推進します。 

 

１ 水需要の動向 

「かながわグランドデザイン基本構想」における将来人口推計では、県営水道

の給水区域内の人口は、平成27年度にピークを迎え、その後は減少に転じるもの

と予測されています。 

このため、県営水道の給水人口は、現在の279万人が、30年後には240万人を下

回るものと想定され、施設規模のもととなる１日最大送水量についても、現在の

106万㎥から95万㎥程度になるものと予測されます。 

 

２ 中長期を見通した水道システムの再構築 

県営水道は既に維持管理の時代に入っており、今後の水需要の動向を踏まえ、

中長期を見通し、水道システムの再構築を図る必要があります。 

 

(１)中長期の見通し 

＜この30年間に本格化する施設の更新＞ 

県営水道では、高度経済成長と人口の急増による水需要の増大に対処するた

め、昭和42年より寒川浄水場や谷ケ原浄水場を増設する第６次拡張事業がスタ

ートし、以降、平成11年度に終了した第９次拡張事業まで、施設の拡張・拡充

の時代が続きました。こうした高度経済成長期に整備された主要施設は、その

多くが今後30年の間に法定耐用年数を迎えます。 

このたび「施設の見える化」の取組として、水道施設について一定の耐用年

数をもとに平成54年度までの（約30年間の）更新コストの将来推計を行ったと

ころ、約6,300億円（年平均約210億円）と試算されました。これは、現在の年

間建設改良費の規模（平成25年度予算で約130億円）をはるかに超えるものであ

り、老朽施設の更新需要が本格化していくことが見通されます。 

 

＜スピード感を持った耐震対策を＞ 

さらに水道施設の耐震化については、平成20年の水道施設基準の改正以降、

重要な施設については、レベル２地震動に対応するための耐震対策を進めてい

ますが、現時点では浄水場等の耐震診断を終えたところであり、耐震補強工事

は今後本格化していくこととなります。また管路については、平成17年１月か

ら「耐震管」の定義が、離脱防止性能にも優れた「耐震継手管」に全国的に統

一されたことから、現時点で全管路の耐震化率は16％となっています。 

水道施設の耐震化は、東日本大震災を踏まえて、一層のスピード感を持った

対応が求められています。 
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(２)水道システムの再構築と展望 

ア 基本的な考え方 

(ア)施設の再構築と適切な管理運営 

人口や給水量が漸減していく中で、水道施設の更新需要が増大することか

ら、水需要減少に対応した施設のダウンサイジングや統廃合を行い、計画的

に施設の更新を進めます。また、個々の施設の現状を的確に把握した上で、

適切な補修・維持管理や施設の長寿命化などを行い、中長期的な視点に立っ

た適切な管理運営を行います。 

(イ)広域による推進 

さらに、高低差による位置エネルギーの活用による効率的運営を図る観点

から、近隣水道事業者と連携し、浄水場の統廃合や取水地点の上流移転を図

るほか、効率的な施設利用や共同処理など、広域化による水道システムの再

構築についても検討を進めます。 

(ウ)耐震化の重点実施 

優先的に実施する必要性の高いものや断水など被災による影響が大きいも

のなどから、重点的に耐震化を実施します。 

    具体的には、被災時に最も重要な給水拠点となる災害拠点病院や広域避難

場所、主要駅等への供給管路の耐震化を優先的に進めるほか、被災による断

水範囲や日数の影響を最小限にとどめるために、浄水場から一次配水池（*1）

及び災害用指定配水池（*2）など、水道システムの上流部から優先して耐震

補強に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 再構築の姿と中期的な取組方向 

    基本的な考え方に沿って実現を目指す長期的（概ね30年後）な主要施設の

姿と、その実現に向けた中期的（概ね今後10年間）な取組方向は次のとおり

です。 

(ア)浄水施設 

①寒川浄水場 

老朽化が進行している寒川第２浄水場は、企業団綾瀬浄水場からの供給

体制を整備して、一時的な送水量の増加にも対応できる安定供給を確保し

た上で、廃止します。さらに、県西部への拠点配水池である平塚配水池に

ついて、企業団伊勢原浄水場からの受水量の増加を図ります。 

また、寒川第３浄水場については、耐震化を完了させた上で、今後のあ

り方について検討します。 

*1 一次配水池 

浄水場から直接送水される配水池で、各地域に水を配る拠点となる配水池です。 

 
浄水場 一次配水池 二次配水池 末端配水池 

お客さま お客さま お客さま 

*2 災害用指定配水池 

被災時に水を確保する機能を持ち、給水区域の各市町の給水拠点となる配水池です。 
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②谷ケ原浄水場 

高低差による位置エネルギーの活用に有利な上流域に位置するとともに、

他の浄水場からの供給管路の整備が困難なことから、水道施設の広域化を

図る中で、浄水処理能力の増強を検討します。また耐震化を完了させます。 

 

＜中期的な取組方向＞ 

寒川第３浄水場と谷ケ原浄水場は、今後10年間で耐震化を完了させます。 

 

(イ)配水池・ポンプ所 

    安定給水の確保を図った上で、配水池は136箇所から100箇所程度（36箇所

の減）に、ポンプ所は98箇所から90箇所程度（８箇所の減）に統廃合します。

また、上流部にある重要度の高い配水池から順次耐震化を進めます。 

 

＜中期的な取組方向＞ 

今後10年間で、配水池28箇所、ポンプ所７箇所を廃止します。また一次配

水池及び災害用指定配水池の耐震化を完了させます。 

 

(ウ)管路 

    給水区域内に布設されている管路の総延長は約9,000㎞ですが、このうち、

送水管及び配水本管である「基幹管路」及び「老朽管」（昭和46年以前に布

設した鋳鉄管及び鋼管）について、長期耐用型耐震継手管等を採用し、管路

の長寿命化を図りながら、耐震化及び老朽管の解消を図ります。 

①基幹管路 

     基幹管路延長は約692㎞であり、このうち老朽管が213㎞、老朽管以外で

も耐震性に劣る管路が148㎞存在しています。耐震化を進める中で老朽管の

解消を図ることが必要となる給水拠点の耐震補強を完了させます。 

②老朽管 

老朽管の残存延長は1,315㎞あります。概ね30年で更新を完了させます。 

 

＜中期的な取組方向＞ 

今後10年間で、基幹管路の耐震適合率（現在66％）を72％以上とします。

また、災害拠点病院や一次配水池、災害用指定配水池への供給管路の耐震化

を完了させます。 

 

(エ)小規模水源 

簡易水道等の編入に伴い移管された小規模水源等は、切り替えが困難な５

つの小規模水源を除き、大規模浄水場からの供給とし、安定供給を確認しな

がら順次廃止します。 

 

＜中期的な取組方向＞ 

現在15箇所ある小規模水源のうち、今後10年間で６箇所を廃止します。 
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ウ 今後の展望 

 

 ＜中期的な展望＞ 

    ５年以内に、災害拠点病院に供給する管路の耐震化を完了させるとともに、

水道システムの上流部分からの耐震化を推進し、10年以内に、浄水場から一

次配水池及び災害用指定配水池までの耐震化を完了させます。 

 

  【10年後】 

    優先的に実施する必要性の高い耐震化対策が終了します。 

これにより、寒川・谷ケ原浄水場や一次配水池などの重要給水拠点での供

給体制が確実なものとなることから、被災時には、給水区域の各市町に設置

されている主要な配水池への給水を続けられるようになります。また、災害

拠点病院への水の供給体制が確実なものとなります。 

管路の耐震化が進み、断水などの復旧日数が短縮され、影響が最小限にと

どまります。 

 

 

   ＜長期的な展望＞ 

    30年間で、水需要減少に対応し、寒川第２浄水場の廃止や、さらなる小規

模水源や配水池などの統廃合を実施します。  

また、一次配水池や災害用指定配水池などから各地域へ供給する施設の耐

震補強を完了させ、広域避難場所や主要駅などの重要な給水拠点への供給管

路の耐震化を完了させるほか、長期耐用型耐震継手管等を採用し、被災時の

影響を最小限にとどめます。 

 

  【30年後】 

    水道システムの再構築が完成し、老朽化した施設や管路の更新が完了し、

県営水道の持続性が確保されます。 

広域避難場所や主要駅などへの供給管路の耐震化が終了し、お客さまに最

も近い配水池への給水体制も確保されるなど、優先すべき耐震化対策は全て

終了することとなります。 

その後は残存する管路の耐震化対策を計画的に取り組んでいくこととなり

ます。 

 

  

 

 
 ＜中期的な展望＞ 

 ＜長期的な展望＞ 



- 11 - 

Ⅳ 経営計画の基本的な考え方 

 １ 神奈川県営水道の経営理念 

お客さまの快適な生活と社会経済活動を支える災害に強いライフラインとし

て、安全で良質な水の安定的な供給に努める。 

また、常に効率的な経営に努めるとともに、お客さまサービスのさらなる向

上を図り、信頼される水道サービスの提供をめざす。 

 

 

２ 策定の基本方向 

  (１) 位置づけ 

本計画は、現行の水道事業経営計画（平成18年度から平成27年度まで）の

取組実績を踏まえて、計画期間を前倒しで改定するものであり、水道施設の

将来の姿や、中期的（概ね10年間）な整備の方向性を明らかにした上で、今

後５年間の経営計画を定めるものであり、計画に基づき、毎年度の予算や運

営方針を定め、施策や事業を実施していきます。 

 

  (２) 策定にあたっての留意点 

○ 中長期の視点に立ち、計画期間中の実行を期す 

水道システムの将来のあるべき姿や、中期的な施設整備の方向性を踏ま

え、施策・事業の当面の到達点の考え方や目標を明らかにした上で、計画

的な施設更新に取り組み、計画期間中の確実な完了を目指します。 

 

○ 安全・安心の重視 

安全で良質な水の安定的な提供という水道事業者としての使命は、東日

本大震災を経てますます重要なものとなっています。 

水質管理体制の強化や、施設の優先度を踏まえた耐震化の早期実施、多

岐にわたる事象を想定した訓練の実施など、優先順位の明確化や対象の重

点化を図り、安全・安心を重視し取り組みます。 

 

○ 的確な財政収支見通しのもとでの推進 

これまでも様々な経営改善に取り組んできましたが、水道料金収入は今

後も減少が見込まれており、一層の経営努力が求められています。 

引き続き、業務プロセスの改善などの経営改善に取り組みながら、的確

に財政収支を見通した上で、着実に施策や事業を推進します。 

 

 

 ３ 計画期間 

平成26年度から平成30年度までの５年間 
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Ⅴ 施策の方向性と主要事業の体系 

 １ 施策の方向性 

「神奈川県企業庁経営方針」を踏まえ、施策の方向性を次のとおり定め、現在

の計画との連続性にも配慮しながら取り組みます。 

 

  (１) 「安心」のために 

安全・安心なライフラインづくりに向け、「より安全で良質な水づくり」

や「災害や事故に備えた強靭な水道づくり」に取り組みます。 

また、「お客さまから信頼される事業運営」を図ります。 

 

  (２) 「持続」のために 

効率的かつ計画的な施設の整備と更新を推進することにより、「安定した

水の供給体制の確保」を図るとともに、「健全経営の堅持と経営基盤の強化」

に努めます。 

 

  (３) 「貢献」のために 

県営水道が永年培ってきた技術やノウハウを活かし、「地域社会や国際社

会への貢献」に資する事業展開を図ります。 

 

 ２ 主要事業の体系 

 

 

 

 

 

 

 

  

１　より安全で良質な水づくり

(1)　水質監視体制の整備
(2)　残留塩素濃度の低減化・平準化
(3)　鉛製給水管の解消
(4)　貯水槽水道の適正管理の推進

２　災害や事故に備えた強靱な水道づくり

(1)　浄水場や配水池等の耐震化
(2)　管路の耐震化
(3)　配水運用及びデータ通信回線設備の更新
(4)　危機管理体制の強化

３　お客さまから信頼される事業運営

(1)　お客さまサービスの向上
(2)　情報提供の拡大や広報の強化
(3)　新たな会計基準への対応と経営の明確化
(4)　環境に配慮した取組

４　安定した水の供給体制の確保

(1)　老朽管の更新
(2)　大口径老朽管の更新
(3)　老朽設備の更新
(4)　配水池等の統廃合
(5)　漏水の防止対策
(6)　配水管網の再構築

５　健全経営の堅持と経営基盤の強化

(1)　広域･連携の推進と民間活力の活用
(2)　財務体質の強化
(3)　収入の確保
(4)　水道料金体系のあり方の検討
(5)　ＩＣＴの推進
(6)　人材育成と組織力の強化

貢献 ６　地域社会や国際社会への貢献
(1)　かながわ方式による水ビジネスの推進
(2)　海外への技術支援
(3)　地域との連携の強化

主 要 事 業 の 体 系

安心

持続
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<主要事業の概要> 

事業内容 事業年度

水質検査機器等整
備事業

水質検査機器等を計画的に整備・更新する H26～30

水質管理センター
(仮称)の設置

水源を同じくする近隣水道事業者と共同で設置
する

H26～30

(2)残留塩素濃度の
低減化・平準化
【  7.4億円】

残留塩素濃度の低
減化・平準化事業

自動水質測定装置及び追加塩素消毒設備を維
持、更新する

H26～30

(3)鉛製給水管の解消
【 51.2億円】

鉛管解消事業
公道内に残存する鉛製給水管を平成27年度まで
に解消する

H26～27

(4)貯水槽水道の適
正管理の推進
【  1.9億円】

貯水槽水道適正管
理推進事業

小規模貯水槽水道の設置者に対し、管理の徹底
と検査実施について情報提供や各戸調査を計画
的に進める

H26～30

基幹浄水場耐震化
事業

平成30年度までに寒川第３浄水場の耐震化（レ
ベル２対応）を完了する

H26～30

一次配水池等耐震
化事業

浄水場から直接送水される配水池等の耐震化
（レベル２対応）を図る
[目標]配水池の耐震化　18％→36％へ向上

H26～30

重要給水施設配水
管耐震化事業

災害拠点病院等への供給管路の優先的な耐震化
を図る
[目標]県指定災害拠点病院９箇所の全てを実施

H26～30

基幹管路耐震化事
業

老朽管ではないが、耐震性の劣っている基幹管
路の耐震化を図る
[目標]基幹管路耐震適合率　66％→69％へ向上

H26～30

大口径老朽管リフ
レッシュ事業
【再掲事業】

基幹管路（大口径管等）の老朽管を計画的に更
新するとともに耐震化を図る
[目標]基幹管路耐震適合率　66％→69％へ向上

H26～30

老朽配水管リフ
レッシュ事業
【再掲事業】

老朽管を計画的に更新するとともに耐震化を図
る
[目標]全管路の耐震化率　16％→20％へ向上

H26～30

(3)配水運用及び
データ通信回線
設備の更新
【 18.7億円】

配水運用システム
更新事業

寒川浄水場配水運用システムを計画的に更新す
る

H26～30

非常用発電設備整
備事業

停電時に備え、加圧ポンプ所に非常用発電設備
を計画的に設置する

H26～27

応急給水体制整備
促進事業

市町が行う非常用貯水タンクの設置への協力等
を行う

H26～30

ポンプ所等のセ
キュリティの強化

ポンプ所等の囲障強化等により、保安強化を計
画的に行う

H26～30

(1)お客さまサービ
スの向上
【  3.8億円】

上下水道料金管理
システム改善事業
等

ＩＣＴの活用やシステム改善等を行い、お客さ
まの利便性を高める

H26～30

(2)情報提供の拡大
や広報の強化
【  3.4億円】

広報・広聴事業
安全性等お客さまの関心の高い広報及び広聴活
動に努める

H26～30

(3)新たな会計基準
への対応と経営
の明確化

新たな会計基準へ
の対応と経営の明
確化

新会計基準に的確に対応し、経営実態を明確化
するとともに、効率的な経営を実施する

H26～30

(4)環境に配慮した
取組
【  4.3億円】

省エネルギー化推
進事業

ポンプ設備の台数や出力の見直し等、施設の適
正化による省エネルギー化を図る

H26～30

３ お客さまから信
頼される事業運
営

【 11.5億円】

２ 災害や事故に備
えた強靱な水道
づくり

【117.7億円】

(1)浄水場や配水池
等の耐震化

【 29.6億円】

(2)管路の耐震化

【67.0億円】

(4)危機管理体制の
強化

【  2.4億円】

施策の方向性 主要事業 構成事業

１ より安全で良質
な水づくり

【 64.1億円】

(1)水質監視体制の
整備

【  3.6億円】



- 14 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資 本 的 支 出 774.6億円

収 益 的 支 出 149.2億円

経営計画期間中の

主要事業費の計
923.8億円

事業内容 事業年度

(1)老朽管の更新

【234.2億円】

老朽配水管リフ
レッシュ事業

老朽管について、優先順位を定めて計画的に更
新するほか、長期耐用型耐震継手管等を採用
し、ライフサイクルコストの低減化を図る
[目標]全管路に占める老朽管の割合　18％→
15％へ減少

H26～30

(2)大口径老朽管の
更新
【210.9億円】

大口径老朽管リフ
レッシュ事業

老朽化した基幹管路について、優先順位を定め
て計画的に更新する
[目標]基幹管路の老朽管残存率　31％→28％へ
減少

H26～30

老朽設備更新事業
浄水場の電気設備等について適切な点検や補修
を行い長寿命化を図りながら、効率的・計画的
に更新する

H26～30

寒川浄水場排水処
理施設運営事業

ＰＦＩ方式により効率的な運営を継続する H26～30

谷ケ原浄水場排水
処理施設更新事業

効率的な施設運営と施設更新を行う H26～30

原水・浄水設備維
持運営事業

水道システムを適切に運営するために必要な維
持管理・改良を行う

H26～30

(4)配水池等の統廃合

【 20.6億円】

配水池等統廃合事
業

配水池及びポンプ所の統廃合や小規模水源の廃
止を行う
[目標]配水池23箇所、ポンプ所６箇所の廃止

H26～30

老朽給水管解消事
業

ポリエチレン製給水管の残存状況を把握し解消
を図る
[目標]有効率95％

H28～30

送配水管弁栓類等
点検調査事業

東日本大震災で漏水の多かった空気弁等の点検
を計画的に実施する

H26～30

(6)配水管網の再構築
【 85.0億円】

配水管網再構築事
業

管網整備や小口径管統合により、適正な水量水
圧の確保とともに、配水管網の再構築を図る

H26～30

(1)広域・連携の推進と
民間活力の活用

効率的な事業運営
の徹底

近隣水道事業者との広域化の推進や業務委託の
さらなる推進により、経営の効率化を図る

H26～30

(2)財務体質の強化 借入金残高の減少 借入金残高を計画的に縮減する H26～30

(3)収入の確保 収入の確保 未納対策の強化や資産の有効活用等を図る H26～30

(4)水道料金体系の
あり方の検討

水道料金体系のあ
り方の検討

水道利用の実態を反映した水道料金体系のあり
方等を検討する

H26～30

(5)ＩＣＴの推進 ＩＣＴの推進 ＩＣＴの利活用により内部事務の効率化を図る H26～30

(6)人材育成と組織
力の強化

人材育成と技術の
継承

人材育成と技術の継承を図る H26～30

(1)
かながわ方式に
よる水ビジネス
の推進

箱根地区水道事業
包括委託事業

民間事業者に水道事業運営の技術とノウハウの
習得を支援する

H26～30

(2)海外への技術支援 海外への技術支援
開発途上国の公衆衛生の向上や水道事業の改善
に取り組む

H26～30

(3)地域との連携の
強化

地域との連携の強
化

水道メータ分解作業の福祉施設の委託等、地域
福祉への貢献事業等に取り組む

H26～30

施策の方向性 主要事業 構成事業

漏水の防止対策

【 17.4億円】

５ 健全経営の堅持
と経営基盤の強
化

６ 地域社会や国際
社会への貢献

４ 安定した水の供
給体制の確保

【730.5億円】

(3)老朽設備の更新

【162.4億円】

(5)
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Ⅵ 主要事業 

 １ より安全で良質な水づくり 

 (１) 水質監視体制の整備  

   ア 現状と課題 

     県営水道は、これまでも、河川管理者や他の利水者とも連携し、相模湖

及び津久井湖においてアオコ発生の抑制に取り組むほか、相模川水系にお

ける油や薬品の流入などの水質汚染事故に備えた水質監視体制の整備や、

近隣水道事業者と連携した事故対応などを図り、安全で良質な水を提供し

てきました。 

今後も、さらに精度と信頼性の高い水質監視体制を整備するとともに、

水質事故時における迅速な対応や、新たな水質課題にも対応していくこと

のできる技術力の向上に努めていくことが求められています。 

 

   イ 取組内容 

水道水質の安全性と信頼性を高めるため、水質検査・監視機器等の適切

な整備と更新を図り、水源からじゃ口までの水質監視体制を充実します。 

また、水道ＧＬＰ(※)を有効利用して、水質検査の質の向上と検査結果

の信頼性を確保するとともに、お客さまへの適時・適切な情報提供に努め

ます。 

     さらに、水源を同一にする近隣水道事業者とともに「水質管理センター

（仮称）」を設置し、水源水質検査や水質事故対応等の強化を図ります。 

 

 

【年次計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※水道ＧＬＰ 

ＧＬＰは「Good Laboratory Practice」の略称です。 

水道ＧＬＰは、水質検査結果が信頼できる検査機関であることを公益社団法人日本水道協

会が認定する制度で、４年に１回、認定の更新審査を受けます。 

県営水道の水道水質センターは、平成17年度に認定を受け、その後、更新されています。 

H26 H27 H28 H29 H30

水質管理センター

(仮称)の設置

水源を同じくする水道事業者

と水質管理センター(仮称)を

共同で設置

水源水質検査や水質事故対応の強化

構 成 事 業 目 標
事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

水質検査機器等整

備事業

水質管理強化のための体制整

備とお客さまからの信頼性の

確保

水質検査・監視機器等の整備、更新

水質検査の質の向上と検査結果の信頼

性の確保

H26～H30

3.6億円



 

(２) 残留塩素濃度の低減化

   ア 現状と課題 

     県営水道では、これまで自動水質測定装置や追加塩素消毒設備を整備し、

浄水場から送り出す水の残留塩素濃度の低減化と各地域における残留塩素

濃度の平準化を図ってきました。

 今後も、全てのお客

残留塩素濃度の低減化と平準化に取り組むことが必要です。

 

   イ 取組内容 

     おいしい水の要件である、残留塩素濃度

より広げるために、これまでに整備した自動水質測定装置や追加塩素消毒

設備の適正な維持管理と更新を図ります。

また、配水池の統廃合や貯留容量の見直しにより、お客

までの時間を短縮することで、より塩素の注入の少ない水をお届けすると

ともに、企業団受水における残留塩素濃度についても、企業団や

事業者とも調整を図りながら

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年次計画】 

 

  

【 残留塩素濃度の低減化イメージ

残留塩素濃度の低

減化・平準化事業

残留塩素濃度の低減化と平準

化

構 成 事 業 目
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低減化・平準化  

県営水道では、これまで自動水質測定装置や追加塩素消毒設備を整備し、

浄水場から送り出す水の残留塩素濃度の低減化と各地域における残留塩素

濃度の平準化を図ってきました。 

今後も、全てのお客さまに、よりおいしく水道水を飲んでいただくため、

残留塩素濃度の低減化と平準化に取り組むことが必要です。

おいしい水の要件である、残留塩素濃度 0.1～0.4mg／L

より広げるために、これまでに整備した自動水質測定装置や追加塩素消毒

設備の適正な維持管理と更新を図ります。 

また、配水池の統廃合や貯留容量の見直しにより、お客

までの時間を短縮することで、より塩素の注入の少ない水をお届けすると

ともに、企業団受水における残留塩素濃度についても、企業団や

とも調整を図りながら10%低減を目指します。 

 

残留塩素濃度の低減化イメージ 】 

H26

残留塩素濃度の低減化と平準

自動水質測定装置及び追加塩素消毒設

備の適切な維持、更新

配水池の統廃合や貯留容量の見直し

企業団受水における残留塩素濃度の低

減化

標
事 業 計

事 業 内 容
事

県営水道では、これまで自動水質測定装置や追加塩素消毒設備を整備し、

浄水場から送り出す水の残留塩素濃度の低減化と各地域における残留塩素

に、よりおいしく水道水を飲んでいただくため、

残留塩素濃度の低減化と平準化に取り組むことが必要です。 

Lを満たす地域を

より広げるために、これまでに整備した自動水質測定装置や追加塩素消毒

また、配水池の統廃合や貯留容量の見直しにより、お客さまに水が届く

までの時間を短縮することで、より塩素の注入の少ない水をお届けすると

ともに、企業団受水における残留塩素濃度についても、企業団や近隣水道

H26 H27 H28 H29 H30

画

業 年 度 及 び 事 業 費

H26～H30

7.4億円
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 (３) 鉛製給水管の解消  

   ア 現状と課題 

     鉛製給水管は、お客さまから健康への不安感を持たれるほか、漏水が発

生しやすいため、これまで重点的な解消を推進し、平成 16年度末に所有し

ていた公道内の鉛製給水管約 10万７千件のうち、平成 24年度末までに約

７万９千件を解消しています。 

 

 

   イ 取組内容 

     お客さまの不安感を払拭するとともに漏水の発生を抑制するため、公道

内に残存する約２万８千件の鉛製給水管を、国県道内などの効率的な施工

が困難な箇所にあるものを除き、平成27年度までに解消します。 

国県道内等に残る鉛製給水管は、今後、道路舗装工事等の施工時期と調

整しながら、確実に解消していきます。 

 

 

 

【年次計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H26 H27 H28 H29 H30

鉛管解消事業

お客さまから健康への不安感

を持たれ、漏水も発生しやす

い鉛製給水管の解消

残存している約２万８千件の鉛製給水

管を平成27年度までに解消

構 成 事 業 目 標
事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

H26～H27

51.2億円
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  (４) 貯水槽水道の適正管理の推進  

   ア 現状と課題 

     現在、受水槽の容量が８㎥以下の小規模貯水槽水道の管理については、

水道法や、県及び市の衛生行政が所管する条例に定期的な水質検査等の義

務付けがされていないことから、県営水道では、これまで、小規模貯水槽

水道の全ての設置者に対して、各戸調査による指導助言などを実施してき

ました。 

今後とも、衛生行政と連携しながら、小規模貯水槽水道の適正管理に向

けた取組の継続が求められています。 

 

   イ 取組内容 

     受水槽の管理不足による水質の悪化を防ぎ、お客さまに安全で良質な水

を使っていただくため、給水区域内に設置されている約 13,000件の小規模

貯水槽水道の設置者に対して、定期的に情報を提供するとともに、各戸調

査に計画的に取り組みます。 

     また、各戸調査の実施にあわせ、受水槽が不要の直結給水方式への切り

替えを促進します。 

 

 

  【 直結給水方式への切り替えのイメージ 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年次計画】 

 

  

直結給水方式

水道管から各家庭へ直接送られる

ようになります。

受水槽給水方式

いったん受水槽に水を貯めて、

各家庭へ送られていたのが…

貯水槽水道

高置水槽

受水槽

水道メータ

ポンプ

配水管 配水管 水道メータ

直結増圧式
ポンプ

H26 H27 H28 H29 H30

貯水槽水道適正管

理推進事業

８㎥以下の全ての小規模貯水

槽水道の管理の徹底

８㎥以下の小規模貯水槽水道設置者へ

の情報提供と各戸調査の計画的な実施

平成27年度まで、毎年度1,900件

平成28年度以降、毎年度2,600件

構 成 事 業 目 標
事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

H26～H30

1.9億円
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配水池などの

耐震補強のイメージ

繊維シートを貼り付ける

壁を厚くする

床を厚くする柱を太くする

２ 災害や事故に備えた強靱な水道づくり 

(１) 浄水場や配水池等の耐震化  

   ア 現状と課題 

     県営水道では、既に浄水場や配水池等のレベル１地震動（東海地震）に

備えた耐震化をほぼ完了させており、現在は、給水区域内で想定される最

大規模となるレベル２地震動（南関東地震）に対応するための耐震診断と

耐震補強に取り組んでいます。 

     地震による被害を最小限に抑え、給水の確保が図られる水道とするため、

引き続き、浄水場等の耐震化を推進することが求められています。 

 

   イ 取組内容 

     被災時においても浄水処理を継続し、お客さまへの安定給水を確保する

ため、浄水場や浄水場から直接送水される一次配水池など、水道システム

の上流部からの耐震化を推進し、平成 30年度までに寒川第３浄水場の耐震

化を完了させます。 

     また、一次配水池に加えて、被災時に水を確保する機能を持ち、各市町

の給水拠点となる災害用指定配水池の耐震化を推進し、「配水池の耐震化

率」を現在の18％から、平成30年度までに36％まで向上させます。 

 

【 水道施設の耐震化 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年次計画】 

 

  
H26 H27 H28 H29 H30

基幹浄水場耐震化

事業

寒川第３浄水場の耐震化を完

了

給水区域内で想定される最大規模の地

震動に対応するため、浄水場の耐震化

を図る

一次配水池等耐震

化事業

配水池の耐震化率を18％から

36％に向上

給水区域内で想定される最大規模の地

震動に対応するため、配水池等の耐震

化を図る

構 成 事 業 目 標

事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

H26～H30

10.0億円

H26～H30

19.6億円
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  (２) 管路の耐震化 

   ア 現状と課題 

     管路の耐震化については、給水区域全域で耐震継手管を採用するほか、

被災時における給水への影響を考慮し、広域避難場所に供給する管路や、

緊急輸送道路に埋設されている管路を優先した更新を実施し、現行の計画

目標を前倒しで達成できる見込となりました。 

しかし、被災による管路の破損は、断水を招くなど社会的影響が大きい

ことから、強靱な水道の構築に向けて、より一層スピード感を持った耐震

化に取り組むことが求められています。 

   

 イ 取組内容 

災害時において重要な給水拠点となる、医療施設や広域避難場所、主要

駅等への供給管路を優先して耐震化を進めます。 

特に、災害時の医療救護活動において中心的な役割を担う災害拠点病院

への供給管路について、平成30年度までに耐震化を完了させます。 

また、浄水場から主要配水池への基幹管路について、被災時に及ぼす影

響が大きいことから、老朽化及び耐震性の劣っている管の耐震化を優先し

て実施し、「基幹管路の耐震適合率（※）」を現在の66％から69％まで向

上させます。 

 さらに、給水区域全域において、長期耐用型耐震継手管等を採用するこ

とにより、管路の長寿命化を図りながら、同時に耐震化を推進することと

し、「全管路の耐震化率」を現在の16％から20％まで向上させます。 

 

【年次計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※基幹管路の耐震適合率 

  強固な地盤に埋設されている管などは、必要な耐震性能を備えていることから、国において、

これらの管を耐震適合性のある管として位置づけています。 

そのため、基幹管路については、耐震管及び耐震適合性のある管の割合を「基幹管路の耐震適

合率」として位置づけ、効果的に耐震化を進めていきます。 

・基幹管路…送水管及び配水本管    ・配水本管…口径450㎜以上の送水管以外の管 

H26 H27 H28 H29 H30

老朽配水管リフ

レッシュ事業

【再掲事業】

全管路の耐震化率を16％から

20％に向上

全管路に占める老朽管延長を

15％に減少

老朽管を計画的に更新するとともに耐

震化を図る

長期耐用型耐震継手管を採用

基幹管路耐震化事

業

基幹管路の耐震適合率を66％

から69％に向上

基幹管路のうち、非老朽管かつ非耐震

管の耐震化

大口径老朽管リフ

レッシュ事業

【再掲事業】

基幹管路の耐震適合率を66％

から69％に向上

基幹管路の老朽管残存率を

31％から28％に減少

基幹管路(大口径管等)の老朽管を計画

的に更新するとともに耐震化を図る

構 成 事 業 目 標

事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

重要給水施設配水

管耐震化事業

神奈川県が指定する災害拠点

病院９箇所につながる管路の

耐震化を全て実施

医療施設や広域避難場所、主要駅等へ

の供給管路の耐震化
H26～H30

59.9億円

H26～H30

7.1億円

H26～H30

210.9億円

H26～H30

234.2億円
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  (３) 配水運用及びデータ通信回線設備の更新 

   ア 現状と課題 

     寒川浄水場では、無線設備を主体とするデータ通信回線設備により、県

営水道全体の約７割を占めるポンプ所や配水池の情報を収集し、浄水場内

に設置している配水運用設備によって、その情報の処理や、施設の監視・

制御を行っています。 

配水運用設備及びデータ通信回線設備は、水道水の安定供給を行う上で

必要不可欠なシステムであり、平成 25年度から、老朽化に伴う更新工事に

着手しています。 

 

   イ 取組内容 

     新たな配水運用システムは、災害対応力の一層の強化を図るために情報

処理の主要設備であるサーバを、停電や地震などに対する危機管理体制が

確立している外部のデータセンターに設置します。 

データ通信回線設備については、二重化やループ化により強固なネット

ワークが組まれ、信頼性が高い広域イーサネット網を活用して構築するほ

か、バックアップとして監視制御ができる箇所の複数確保を図ります。 

 

  【 新配水運用システムのイメージ 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年次計画】 

 

  

   
 

 

 
 

寒川浄水場

データセンター

谷ケ原浄水場

逗子・伊勢原

ポンプ所

配水池

県庁・営業所
監視

配水池 ポンプ所

配水池 緊急遮断弁

監視・制御

監視・制御

(ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ)

監視・制御

(ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ)

広域

イーサネット

 
 

H26 H27 H28 H29 H30

配水運用システム

更新事業

水道水の安定供給の確保と災

害対応力の強化

広域イーサネット網とデータセンター

を活用した配水運用システムの更新

構 成 事 業 目 標

事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

H26～H30

18.7億円
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  (４) 危機管理体制の強化 

   ア 現状と課題 

     県営水道は、これまでも、災害に強いライフラインを目指し、浄水場や

管路などの施設の耐震性の向上を図るほか、給水区域の各市町や近隣水道

事業者との応援体制、民間事業者と連携した応急復旧体制、被災時に必要

となる物資の調達方法の確立等に努めてきました。 

また、東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故で発生した放射

性物質の飛散や電力需給逼迫による計画停電への対応、燃料や薬品、資機

材の確保など、これまで想定していなかった多くの事象と課題を受け、

「企業庁災害対策計画」を改正するなど、災害対策の見直しを図ってきま

した。 

今後とも、様々なリスクを想定した危機管理対策を充実させ、さらなる

災害対応力の向上を図ることが必要です。 

   イ 取組内容 

(ア)応急体制の充実 

市町の役割となっている地震災害時等の応急給水が、円滑に行われる

ように、必要な量の水の確保や供給を支援するほか、市町が行う非常用

貯水タンク設置への協力を引き続き実施します。 

また、応急復旧が早期に図られるよう、今後も近隣水道事業者など関

係者と連携し、定期的に実効性のある訓練を行い、災害時の対応能力の

向上を図るほか、停電時の断減水を防ぐため、加圧ポンプ所に非常用発

電設備を設置します。 

(イ)危機管理体制の強化 

様々な危機を想定した訓練や危機管理に関するマニュアル等を充実し、

職員の危機管理意識のさらなる向上に努めます。 

また、タブレット端末等を活用し、より多くの情報収集と最適な判断

ができるようにするなど、迅速かつ効果的な災害対応の実現に努めるほ

か、災害や事故の発生時には、水道水への影響を迅速かつ正確に把握し、

水道の安全性などお客さまの関心の高い情報の積極的な提供に努めます。 

【年次計画】 

 

 

  

H26 H27 H28 H29 H30

効率的かつ実効性のある訓練

断水時の応急給水体制の充実

危機管理マニュアル等の充実

迅速かつ効果的な災害対応の実施

ポンプ所等のセ

キュリティの強化
ポンプ所等の保安機能の強化 ポンプ所等の囲障強化等

非常用発電設備整

備事業

加圧ポンプ所における停電時

の電力確保

停電時の断水を防ぐため、加圧ポンプ

所に非常用発電設備を計画的に設置

応急給水体制整備

促進事業
災害対応力のさらなる向上

市町が実施する非常用貯水タンク設置

の支援

構 成 事 業 目 標
事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

H26～H27

0.9億円

H26～H30

0.2億円

H26～H30

1.3億円
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 ３ お客さまから信頼される事業運営 

(１) お客さまサービスの向上 

   ア 現状と課題 

     県営水道は、これまでも、お客さまのニーズに応えるため、お客さまコ

ールセンターの開設やクレジットカード払いの導入など、お客さまサービ

スの向上に努めてきました。 

今後とも、多様化するお客さまのニーズに対応し、より利便性の高い水

道であり続けることが求められています。 

 

【 お客さまサービス向上の実施状況 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 取組内容 

  お客さまのニーズに対応した利便性の向上を図るなど、さらなるサービ

スの向上に努めます。 

    ・ お客さまコールセンターの受付時間や受付業務の拡大を図ります。 

    ・ 水道料金等の新たな支払方法として「ペイジー」を導入します。 

    ・ ＩＣＴを活用し、水道工事や料金減免に伴う各種申請・届出の電子化

を進めます。 

・ タブレット端末を活用し、水道料金や工事等に関する情報をお客さま

に分かりやすく説明します。 

 

 

【年次計画】 

 

 

 

  

実施年度 お客さまサービス向上の取組

平成９年度 ・コンビニエンスストアでの水道料金支払いの導入

平成15年度・上下水道料金一括納付制度の導入

平成17年度・水道使用開始・休止のインターネット受付の導入

平成19年度・お客さまコールセンターの設置

・口座振替指定日制度の導入

・上下水道料金とりまとめ制度の導入

平成23年度・お客さまコールセンターの業務拡大

平成24年度・クレジットカード払いの導入

H26 H27 H28 H29 H30

お客さまコールセンター業務の拡大

各種申請の電子化

ペイジーの導入 ●

タブレット端末によるお客さま対応

上下水道料金管理

システム改善事業

等

納付サービスの向上

内部事務の効率化

新たな料金支払方法の導入

ＩＣＴを活用した各種申請の

電子化

その他サービスの向上

お客さまサービス向上のためのシステ

ム改善を社会状況を検討しながら随時

実施

●

構 成 事 業 目 標

事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

H26～H30

3.8億円
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  (２) 情報提供の拡大や広報の強化 

   ア 現状と課題 

お客さまから、県営水道への理解と関心をいただき、安心して水道を使

っていただくため、これまでも、広報紙「さがみの水」や、水道キャンペ

ーン等の各種イベントを通じて様々な情報を提供するとともに、「水道教

室」や「水道モニター制度」に取り組み、お客さまとの双方向のコミュニ

ケーションを図り、お客さまの声を事業運営に反映してきました。 

今後とも、お客さまから理解と信頼をいただける水道であるため、これ

らの活動をさらに充実させていく必要があります。 

 

   イ 取組内容 

お客さまの関心が高い内容や、水質、断水に関することなどについて、

効果的な方法によって積極的な情報発信に努めます。 

また、お客さまとのコミュニケーションを充実させるとともに、水道水

の安全性やおいしさを効果的に伝えることにより、お客さまから信頼され

る水道を目指します。 

・ ＳＮＳの活用等、必要な情報を多くのお客さまに情報発信します。 

・ 子育て世代やお子さまなど、お客さまの知りたい情報を選定し、効果

的な広報を実施します。 

・ 事業内容や経営状況の分かりやすい広報に努めます。 

 

【年次計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H26 H27 H28 H29 H30

ＳＮＳの活用等による情報発信

情報を選定した効果的な広報

水に関する体験活動や環境教室

広報・広聴事業

県営水道を理解いただく広報

の充実

お客さまの意見をいただく広

聴の充実

その他県営水道事業への理解

と関心を深めていただく取組

の充実

広報内容及び機会の充実

広聴活動の充実

コミュニケーション充実のためのイベ

ント等を随時実施

構 成 事 業 目 標

事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

H26～H30

3.4億円
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(３) 新たな会計基準への対応と経営の明確化 

 

   ア 現状と課題 

     平成 26年度から、地方公営企業の会計基準が、民間の企業会計基準に準

拠した内容に見直されます。 

これまでは、公営企業独自の基準が適用されていたため、経営実態が見

えにくいところがありましたが、民間企業などとの経営実態の比較がしや

すくなり、経営状況がより明確化されることになることから、更なる効率

的な経営が求められることになります。 

 

 

   イ 取組内容 

     新たな会計基準に的確に対応し、貸借対照表などの財務諸表において、

財務状態や資産状況をより分かりやすくするほか、引き続き「会計の見え

る化」などにより業務の実施状況を公表し、業務運営の透明化を図ります。 

これにより、県営水道の経営実態のより一層の明確化と説明責任を果た

していくほか、さらなる効率的な経営を目指します。 

 

 

【年次計画】 

 

 

 

 

  

H26 H27 H28 H29 H30

新たな会計基準へ

の対応と経営の明

確化

平成26年度からの新たな地方

公営企業会計制度への的確な

対応

経営実態を明確にし、効率的な経営を

実施

構 成 事 業 目 標

事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費
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(４) 環境に配慮した取組 

   ア 現状と課題 

県営水道では、これまでも環境負荷への低減を目的として、設備更新時

等における省エネ型機器の導入や再生可能エネルギーの利用を積極的に行

ってきましたが、より良好な環境を将来の世代に引き継ぐために、今後も

これらの取組を継続していくことが必要です。 

 

【 環境に配慮した取組 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

       寒川第３浄水場太陽光発電設備             電気自動車 

 

 

   イ 取組内容 

ポンプ設備等の更新にあたっては、高効率機器を導入するとともに、ポ

ンプ設置台数の見直しや出力の変更など、施設のダウンサイジングを図り、

水道システム全体の電力使用量を抑制します。 

また、新たに建物を設置する際には、太陽光発電などの再生可能エネル

ギーの導入を推進し、二酸化炭素排出量を削減します。 

さらに、工事などで発生する建設副産物の削減や再資源化、浄水発生土

の有効利用など、環境に配慮した取組を推進します。 

 

 

【年次計画】 

 

 

  
H26 H27 H28 H29 H30

省エネルギー化推

進事業
省エネルギー化の推進

省エネ型設備の導入や設備の出力、台

数の見直し等による電力使用量の削減

構 成 事 業 目 標

事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

H26～H30

4.3億円
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４ 安定した水の供給体制の確保 

(１) 老朽管の更新 

   ア 現状と課題 

     県営水道は、創設期より、水需要の増加に対応するため、施設を拡張し

てきましたが、その第１次ピークにあたる高度経済成長期の昭和 46年以前

の鋳鉄管等を老朽管と位置付け、計画的な更新を図ってきました。 

これらの老朽管は、平成 24年度末現在、全管路の約 18％（残存延長

1,315km）を占めており、安定した水の供給体制を確保するため、今後も計

画的な更新を着実に実施していくことが必要です。 

 

【 布設年代別管路残存状況 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 取組内容 

     水質への影響や漏水発生の抑制を図るため、引き続き、優先順位を定め、

老朽管の更新を計画的かつ着実に推進し、平成 30年度までに、老朽管の割

合を15％（残存延長1,079km）とします。 

     また、長期耐用型耐震継手管や長寿命化対策をほどこした鋼管を採用し、

管路の長寿命化によるライフサイクルコストの低減化を図るなど、より効

率的な更新に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

【年次計画】 

 

  

 

管材料や技術の進歩により、100年使用が可能とされる水道管が用いられるよ

うになりました。 

○長期耐用型耐震継手管…従来の合成樹脂塗装より防食効果を飛躍的に高めた外

面耐食塗装したダクタイル鋳鉄管 

○長寿命化対策をほどこした鋼管…内面塗装により厚膜化した鋼管 

参考 水道管の長寿命化 

(ｍ) 

H26 H27 H28 H29 H30

構 成 事 業 目 標

事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

老朽配水管リフ

レッシュ事業

全管路に占める老朽管の割合

を15％に減少

昭和46年以前に布設した1,315kmの老

朽管を計画的に更新

埋設土壌や周辺環境など地域的な差も

把握しながら、効果的に更新

長期耐用型耐震継手管の採用

H26～H30

234.2億円
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(２) 大口径老朽管の更新 

 

   ア 現状と課題 

     県営水道では、大口径管等の基幹管路の延長が 692kmありますが、この

内、老朽管は213km残存（残存率31％）しています。 

基幹管路の漏水事故は、周囲に大きな被害を与えることから、これまで

も基幹管路の更新を推進していますが、近年の水需要の減少傾向に加え、

今後の給水人口の減少も踏まえ、ダウンサイジングを含めた基幹管路の更

新に取り組む必要があります。 

 

 

   イ 取組内容 

安定給水への影響が大きい老朽化した基幹管路を優先して更新すること

とし、残存している 213kmの老朽管を計画的かつ着実に更新し、平成 30年

度までに193kmとし、残存率を28％に減少させます。 

また、更新にあたっては、管路の状況に応じた最適な更新時期を見極め

るとともに、中長期の水需要に対応した口径変更や布設ルートの変更、複

数管路の集約化などを図ります。 

 

 

 

【年次計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H26 H27 H28 H29 H30

構 成 事 業 目 標

事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

大口径老朽管リフ

レッシュ事業

基幹管路の老朽管残存率を

31％から28％に減少

基幹管路の耐震適合率を66％

から69％に向上

基幹管路(大口径管等)の老朽管を計画

的に更新するとともに耐震化を図る

H26～H30

210.9億円
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(３) 老朽設備の更新 

   ア 現状と課題 

     浄水場やポンプ所における電気・機械設備については、適切な点検や補

修を行うことで長寿命化を図りながら計画的な更新を行っていますが、今

後の水需要の動向を踏まえ、さらに効率的な設備更新を行っていく必要が

あります。 

 また、寒川浄水場排水処理施設は、ＰＦＩ事業として平成 37年度までの

契約により効率的な運用を行っていますが、谷ケ原浄水場の排水処理施設

の更新時期が迫っていることから、最適な更新計画を策定し、実施してい

く必要があります。 

【 浄水場・ポンプ所の設備 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ポンプ設備               谷ケ原浄水場排水処理施設 

   イ 取組内容 

 浄水場やポンプ所の電気・機械設備については、適正な維持管理による

長寿命化を図った上で、水需要の減少を踏まえた設備の適正規模の見極め

により、機器数や出力の見直しを行うとともに、高効率機器の導入などに

より、省エネルギー化を図り、効率的で効果的な更新を行います。 

 また、谷ケ原浄水場排水処理施設の更新については、様々な事業形態を

検討し、最適な施設の更新・運営を行うことにより、引き続き浄水発生土

の有効利用を推進し環境負荷の低減に努めます。 

【年次計画】 

 

 

 

  

H26 H27 H28 H29 H30

原水・浄水設備維

持運営事業

浄水場の各種施設の適切な維

持管理、改良

浄水場の取水、送水ポンプ設備等の点

検、修繕と適切な維持、改良

寒川浄水場排水処

理施設運営事業
施設の効率的な維持、運営

ＰＦＩ手法を活用した効率運営

環境へ配慮するため浄水発生土を再資

源化

谷ケ原浄水場排水

処理施設更新事業

効率的な運営に向けた更新方

法の検討

効率的な運営に向けた更新方法の検討

効率的な施設運営と施設更新の実施

構 成 事 業 目 標
事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

老朽設備更新事業
電気機械関連設備の計画的な

更新

浄水場、ポンプ及び薬品注入設備等浄

水設備の更新

適切な点検や補修による長寿命化

設備の省エネルギー化に配慮

H26～H30

99.4億円

H26～H30

40.6億円

H26～H30

0.1億円

H26～H30

22.3億円
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(４) 配水池等の統廃合 

 

   ア 現状と課題 

     県営水道は 136箇所、総容量 746,225㎥の配水池を保有しており、水需

要に対して十分な貯留容量を確保しています。 

しかし、その半数以上は、容量 1,000㎥未満の小規模配水池であり、総

容量に占める割合は２％程度であるなど、維持管理の効率性を低下させる

要因になっています。また、各地に分散している小規模水源についても同

様に、維持管理の負担が大きくなっています。 

     今後、多くの配水池が更新時期を迎えることから、効率的な維持管理の

ため配水池や小規模水源の統廃合を推進する必要があります。 

 

 

   イ 取組内容 

     配水池等の更新時に、今後の水需要に応じた施設規模へのダウンサイジ

ングや統廃合を併せて実施することとし、必要な連絡管等の整備と合わせ、

平成 30年度までに、配水池を現在の 136箇所から 113箇所に、ポンプ所を

現在の 98箇所から 92箇所に、小規模水源を現在の 15箇所から 12箇所に

それぞれ削減します。 

     配水池の統廃合は、水の貯留時間の短縮が期待できることから、より新

鮮な水をお客さまに届けることにもつながります。 

 

 

 

【年次計画】 

 

 

 

 

 

 

  

H26 H27 H28 H29 H30

配水池等統廃合事

業

配水池23箇所の廃止

ポンプ所６箇所の廃止

小規模水源３箇所の廃止

今後の水需要に応じた施設の統廃合

構 成 事 業 目 標

事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

H26～H30

20.6億円
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(５) 漏水の防止対策 

   ア 現状と課題 

     県営水道では、水資源の有効

活用を図り、安定的な水の供給

を確保するため、給水量の有効

率を 95％以上にすることを目

標に取り組んでいますが、現在

は 94％と、ここ数年は横ばい

傾向となっており、有効率を向

上させる必要があります。 

     また、漏水の発生は、断減水だけでなく、二次災害の危険性もあること

から、これまで、ポリエチレン製の配水管の解消を図ってきました。 

     漏水の未然防止をさらに推進するため、これまでの取組に加えて、漏水

の発生が多いポリエチレン製の給水管のほか、比較的漏水が多く発生する

硬質塩化ビニル管、亜鉛めっき鋼管等の解消を推進するとともに、漏水の

早期発見のために、最適な漏水調査の方法の見直しを図る必要があります。 

 

   イ 取組内容 

     漏水を未然に防止するため、平成 27年度までに公道内ポリエチレン製給

水管の残存状況を詳細に把握した上で、平成 28年度から年間 1,200件程度

を解消します。 

     また、漏水調査を実施する間隔を短縮するほか、配水系統ごとに漏水量

を把握するなど、漏水の早期発見と有効率の向上に向けた取組を推進し、

有効率95％を目指します。 

 

 

【年次計画】 

 

 

  

【 漏水調査 】 

H26 H27 H28 H29 H30

漏水調査方法の最適化 ●

公道内ポリエチレン管の残存状況調査

年1,200件程度のポリエチレン管解消

老朽給水管解消事

業

漏水等により無効となる水量

の減少

有効率95％

漏水調査方法の見直し

ポリエチレン管や硬質塩化ビニル管等

の解消

送配水管弁栓類等

点検調査事業
空気弁等の定期的な点検によ

る適切な維持管理

主要送配水管路の空気弁等を平成28年

度から5年サイクルで、その他の管路

は平成29年度までに全箇所を点検後10

年サイクルで点検を実施

減圧弁や水管橋の点検調査

構 成 事 業 目 標

事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

H28～H30

13.6億円

H26～H30

3.8億円
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  (６) 配水管網の再構築 

 

   ア 現状と課題 

     お客さまに、必要な水量を適正な水圧でいつでも使用していただけるよ

う、これまでも管網整備に努めてきましたが、地域により管網整備が不十

分な地域があることから、引き続き、配水機能の強化を図り、適正な水量

と水圧を確保するための管網整備を推進する必要があります。 

 

 

   イ 取組内容 

     管網整備が不十分な地域の配水機能強化のため、給水区域の全域におけ

る適正な水量と水圧の確保に向けた配水管網整備に取り組むとともに、漏

水が多発している小口径管の解消や、複数の小口径管の統合などに取り組

み、適正な水量と水圧を確保します。 

     また、水需要の減少に対応し、給水装置工事における計画使用水量など、

関係基準の見直しを図ります。 

 

【年次計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H26 H27 H28 H29 H30

構 成 事 業 目 標

事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

配水管網再構築事

業
配水管網の再構築

小口径管の解消や統合等による適正水

圧の確保

バックアップ機能の向上

漏水多発管の解消

H26～H30

85.0億円
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５ 健全経営の堅持と経営基盤の強化 

(１) 広域・連携の推進と民間活力の活用 

   ア 現状と課題 

県営水道は、近隣水道事

業者と共同して、水源の開

発に取り組んだほか、「今

後の水道事業のあり方を考

える懇話会（平成 18年１月

～平成 19年 10月）」や

「神奈川県内水道事業検討

委員会（平成 20年８月～平

成 22年８月）」を開催して

広域化の方向性を検討する

など、広域・連携の推進に努めてきました。 

また、寒川浄水場排水処理施設のＰＦＩ手法による事業運営など、民間

活力の活用による事業運営の効率化を推進してきました。 

今後も水道料金収入の減少が見込まれる中、将来にわたって、安全で良

質な水の安定的な供給を持続していくためには、近隣水道事業者との連携

や民間活力の活用など、経営改善に取り組んでいく必要があります。 

 

   イ 取組内容 

     近隣水道事業者との「水質管理センター（仮称）」の共同設置など、広

域的な連携に取り組みます。 

また、「箱根地区水道事業包括委託」を平成 26年度から開始するほか、

事業運営の効率化を図るため、当直業務や浄水場の運転管理のあり方につ

いても見直していきます。 

さらに、業務のさらなる集約化や委託化等に向け、技術やノウハウを確

保した上で民間活力の活用を進め、効率的な事業運営を徹底します。 

 

 【 県営水道の経営状況 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 民間活力の活用状況 】 
実施年度 　　　　　　　　　　活用の状況

平成16年度 ・鳥屋浄水場他運転管理業務の委託

・寒川浄水場排水処理施設更新をＰＦＩ事業により実施

　（運転管理は平成18年度から実施）

平成18年度 ・未納整理業務を３水道営業所で委託

・箱根水道施設運転管理業務の委託

平成19年度 ・未納整理業務委託を５水道営業所に拡大

・お客さまコールセンターの設置（電話受付業務の委託）

平成20年度 ・未納整理業務委託を８水道営業所に拡大

平成21年度 ・未納整理業務委託を11水道営業所全てに拡大（全面委託化）

平成23年度 ・お客さまコールセンターの業務拡大（口座振替受付業務等）

平成25年度 ・水道記念館の管理運営を協働事業化

(単位：億円)
H18
決算

H19
決算

H20
決算

H21
決算

H22
決算

H23
決算

H24
決算

収益的収入 673 675 647 628 620 599 600

水道料金収入 579 583 562 548 546 528 524

その他収入 94 92 85 80 74 71 76

収益的支出 651 650 632 617 600 585 584

職員費 82 81 76 75 70 69 69

受水費 174 175 168 167 166 160 160

動力、薬品、修繕費 87 89 90 87 84 76 76

減価償却費等 143 141 143 142 144 145 148

支払利息 63 60 52 49 47 42 40

その他支出 102 104 103 97 89 93 91

消費税資本的収支調整額 5 6 6 6 5 6 5

当年度利益剰余金又は欠損金 17 19 9 5 15 8 11
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企業債
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図表16企業債・長期借入金 未償還元金の推移

図表　繰上償還の状況

（単位：百万円）

H19 5,373 911

H22 5,197 1,319

H23 615 168

計 11,185 2,398

年度 繰上償還額 利息軽減額

図表　企業債・長期借入金の発行額の推移

※　建設改良工事への充当分（借換等は除く）
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  (２) 財務体質の強化 

   ア 現状と課題 

県営水道における企業債等の借入金の

残高は、平成 14年度末のピークにおい

ては、約 2,100億円でしたが、支払利息

などの後年度負担の軽減と財政の硬直化

を防止するため、これまで企業債等の発

行額の抑制や繰上償還などを実施してき

ました。 

 

 

この結果、現在では、ピーク時に比

べて 20％減となる約 1,680億円まで減

少しています。 

今後、建設改良費が増大する中にあ

っても、引き続き、借入金残高の計画

的かつ着実な縮減に取り組み、財務体

質の強化を図っていくことが必要です。 

 

 

 

   イ 取組内容 

鉛製給水管の解消など、計画期間中に終了する事業の資金を振り替える

ほか、水需要の減少を踏まえた施設規模の縮小や、適切な維持管理による

施設の長寿命化など、効率的な経営を徹底し、借入金残高の確実な縮減に

努めます。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 繰上償還の状況 】 

【 企業債・長期借入金の発行額の推移 】 

※建設改良工事への充当分（借換等は除く） 

 
【 企業債･長期借入金 未償還残高の推移 】 

(単位：百万円) 
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  (３) 収入の確保 

   ア 現状と課題 

     県営水道が、今後も安定経営を確保していくためには、効率的な事業運

営による支出の削減だけでなく、収入の確保にも努める必要があります。 

収入の確保にあたっては、これまで、水道料金の納付方法を拡大し、未

納料金の未然防止に努めてきましたが、今後も引き続き、収入の確保とと

もに、お客さまの負担の公平性を確保するため、未納対策の強化に努める

必要があります。 

また、利用計画のない土地や建物などについても、売却や貸付などによ

る収入の確保に努めることが必要です。 

 

   イ 取組内容 

   (ア)未納対策の強化 

様々な広報媒体を活用し、収納率の高い口座振替やクレジットカード

による納付を推進するほか、ペイジー等の新たな納付方法を導入するこ

とにより、未納の発生防止に努めます。 

また、督促状の送付から給水停止までの期間の短縮や、給水停止者の

時間外開栓の廃止など、未納整理対策を強化することにより、徴収率の

向上に努めます。 

   (イ)遊休資産の有効活用 

利用計画のない遊休資産の有効活用については、将来の維持管理費の

削減にもつながることから、売却や有償貸付を推進するとともに、施設

のダウンサイジングにより発生する未利用地の有効活用を推進します。 

(ウ)公共工事コストの削減 

引き続き、国や県と歩調を合わせ、工事コストの削減に取り組むとと

もに、工法の工夫や共同施工の実施により、工期短縮やコスト削減に努

めます。 

 

【年次計画】 

 

 

 

  

H26 H27 H28 H29 H30

口座振替やクレジット納付の推進

ペイジーの導入 ●

給水停止までの期間短縮等 ●

構 成 事 業 目 標

事 業 計 画

事 業 内 容
事 業 年 度 及 び 事 業 費

上下水道料金管理

システム改善事業

等

納付サービスの向上

内部事務の効率化

新たな料金支払方法の導入

ICTを活用した各種申請の電

子化

その他サービスの向上

お客さまサービス向上のためのシステ

ム改善を社会状況を検討しながら随時

実施

H26～H30

3.8億円
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(税抜き)

基本水量 基本料金

９㎥ ～ 15㎥ 128円

16㎥ ～ 20㎥ 135円

21㎥ ～ 30㎥ 172円

31㎥ ～ 50㎥ 237円

51㎥ ～ 294円

９㎥ ～ 50㎥ 201円

51㎥ ～ 100㎥ 221円

101㎥ ～ 300㎥ 280円

301㎥ ～ 1,000㎥ 337円

1,001㎥ ～ 10,000㎥ 394円

10,001㎥ ～ 436円

浴場用 　９㎥ ～ 57円

一時用 1,249円 ９㎥ ～ 589円

　710円

従量料金（１㎥につき）

家事用

業務用

８㎥

 

  (４) 水道料金体系のあり方の検討 

   ア 現状と課題 

県営水道の料金体系は、高度経済

成長期における急激な水需要の増加

に対処するため、大口使用者の使用

水量を抑制しつつ、一般家庭におけ

る料金の低廉化を図る観点から、用

途別・逓増制の料金体系が基本とな

っています。 

しかし、宮ヶ瀬ダムの完成により、

水源の確保がなされた一方で、家庭

では、節水型機器の普及等により使

用水量の小口化が進行するほか、企

業等では、水の循環利用や地下水利

用が拡大するなど、水需要が減少傾

向にある現在においては、使用水量

が多くなるほど料金単価を高く設定

する逓増制の料金体系により、使用

水量の減少以上に水道料金収入が減

少している状況になっています。 

将来にわたり水道サービスを続け

ていくため、水道料金体系のあり方

を検討する必要があります。 

 

 

   イ 取組内容 

   (ア)水道料金体系のあり方の検討 

将来にわたる県営水道の安定的な経営の持続とともに、お客さまの受

益と負担の公平性を図るため、基本料金・基本水量の水準や、従量料金

の逓増度の緩和など、水道料金体系のあり方について、中長期の視点に

立った検討を行います。 

 

   (イ)水道料金減免制度の見直し 

      水道事業は、市町村単位での運営が原則のため、ほとんどの水道事業

者は、水道料金の減免を市町村の福祉行政の一部として実施されていま

すが、県営水道では、水道事業者として独自に実施しています。 

近年、県内の各水道事業において減免の見直しが進み、地域間におけ

る不均衡も生じていることから、お客さまの受益と負担の公平性を確保

するため、水道料金減免制度を見直します。 

  

【 県営水道の料金体系 】 

【 使用水量と料金収入の推移 H18を100%とする】 

84%

86%

88%

90%

92%

94%

96%

98%

100%

102%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

使用水量

料金収入
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  (５) ＩＣＴの推進 

   ア 現状と課題 

県営水道は、これまでも「上下水道料金管理システム」などの情報シス

テムの開発や、情報機器の利活用を図り、お客さまサービスの向上と業務

運営の効率化に努めてきました。 

今後とも、様々な技術革新の利活用を図り、業務プロセスの見直しや情

報システムの最適化に取り組むことによって、さらなるお客さまサービス

の向上と効率的な事業運営に努めることが求められています。 

   イ 取組内容 

     ＩＣＴを最大限活用し、量水器点検や水道利用に関する各種申請・届出

手続の利便性の向上、新たな納付方法の導入、事故や災害時における情報

管理体制の強化を図り、お客さまサービスの向上に努めるとともに、電子

会議やタブレット端末の導入、独自開発してきた情報システムの最適化な

ど、内部事務の効率化を推進します。 

 

  (６) 人材育成と組織力の強化 

   ア 現状と課題 

     県営水道では、これまでも組織や職員数の見直しを図り、効率的な組織

体制を整備してきており、職員数が少ない中、お客さまから信頼され安心

されるためには、日常的な水道サービスに加え、事故時の迅速な対応や災

害時の緊急対応ができる組織体制と、効果的かつ的確な判断と現場対応が

できる人材の育成が不可欠です。 

また、これまで

県営水道を支えて

きたベテラン職員

の退職等により、

これまで培ってき

た技術やノウハウが途切れてしまわないように、中長期的な視点を持ち、

技術を継承していくことが必要です。 

   イ 取組内容 

     「企業庁実務研究発表会」など、それぞれの職員の経験や能力に応じた

研修制度の充実を図るほか、技術やノウハウを持つベテラン職員や退職者

を活用して、工事設計から現場対応までの様々なノウハウの継承を図りま

す。 

     また、県内の各水道事業者や関連機関と連携し、職員派遣・受入や、研

修の実施など、水道に関する技術交流の推進を図るほか、国際貢献の一環

として、ＪＩＣＡ等と連携した開発途上国から研修生の受入を進め、職員

の資質向上を図ります。 

     このほか、お客さまから信頼をいただくため、コンプライアンスを徹底

し、県営水道の職員として責任を持ち、公平・公正な業務を遂行します。 

【 職員数と経営指標 】 

平成24年度 県営水道 横浜市 川崎市
職員数(人) 677 1,477 618

職員１人当たり※の有収水量(㎥) 486,096 308,604 312,709

職員１人当たり※の営業収益(千円) 83,052 60,439 53,728

　※損益勘定所属職員数で算定
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６ 地域社会や国際社会への貢献 

  (１) かながわ方式による水ビジネスの推進 

 

   ア 現状と課題 

県営水道は、これまで水道事業運営の機会に恵まれなかった国内の民間

企業が、水道事業に係る業務全体を経験することにより、水道事業運営の

ノウハウや実績を習得し、国内や海外へ事業展開していくことを支援する

「かながわ方式による水ビジネス」の一環として、給水区域の一部である

箱根地区を活用した「箱根地区水道事業包括委託」に取り組んでいます。 

 

 

   イ 取組内容 

     平成 26年４月より実施する「箱根地区水道事業包括委託」において、県

内企業を含む国内の民間企業が、水道事業運営の実績を積み、それらの企

業が国内外へ事業展開することを通じて、地域社会や国際社会へ貢献して

いきます。  

 

 

 

(２) 海外への技術支援 

 

   ア 現状と課題 

県営水道では、これまで、海外への技術支援として研修生を受け入れる

など、県営水道が有する高い技術力を活かし、開発途上国の上水道の改善

と公衆衛生の向上に寄与してきましたが、今後もこのような取組を継続し

て推進することが求められています。 

 

 

   イ 取組内容 

神奈川県と経済交流を進めるインド共和国タミル・ナドゥ州など、海外

の水道事業者との交流を進め、ＪＩＣＡの事業を活用しながら、現地から

の研修生の受入や技術支援を行っていきます。 

また、現地の情報等を、研究会などを通じて民間企業に提供することに

より、海外展開を支援していきます。 
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(３) 地域との連携の強化 

 

   ア 現状と課題 

県営水道は、12市６町を給水区域とする広域水道として、上下水道料金

一括納付制度を進め、平成 24年度には市町の要請を受けて初期消火への排

水栓の活用の仕組みをつくり、地域の防災力の強化を支援したほか、保健

福祉局の行う地域見守り活動についても水道メータ点検時の協力活動を行

うなど、地域社会や地域福祉に貢献する取組を実施してきました。 

水道事業の運営は、お客さまや各地域との密接な関係に支えられており、

引き続き、地域との連携を強化していくことが求められています。 

 

 

   イ 取組内容 

平成 25年 11月から新たに水道メータの分解業務を地域の福祉事業所へ

委託することとし、就労機会の確保を図ることとしましたが、こうした取

組を引き続き進めるとともに、災害訓練や各種連絡会、広報活動などを通

じて、給水区域の各市町との連携を強化し、お客さまから信頼していただ

ける事業運営を目指します。 

 

 

 

 

  



- 40 - 

190

220

250

280

310

340

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H

…

H

…

H

…

H

…

H

…

H

…

H

…

H

…

H

…

H

…

H

…

H

…

H

…

（百万円） （百万㎥）

H
18

H
20

H
30

その他

家事用

業務用

有収水量

＜有収水量と水道料金の変化＞

H
22

H
24

H
26

H
28

Ⅶ 財政収支計画 

１ 水道料金収入 

水道料金収入については、消費税率の引き上げにより、増収の計画となるも

のの、消費税を除く実質的な収入額は、減少を続けるものと見込みます。 

家事用は、節水型機器の普及などにより、１人１日あたりの使用水量が微減

傾向にあることから、今後も微減傾向を続けると想定されます。 

業務用は、給水件数が微減傾向にあるとともに、節水意識の浸透などにより、

１件あたりの使用水量も微減傾向にあることから、今後も微減傾向を続けると

想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 主な建設改良事業費 

(１) より安全で良質な水づくり      【４億円】 

水質検査・監視機器等の適切な更新を図るとともに、残留塩素濃度低減

化・平準化を図るための設備の適正な更新を行います。 

(２) 災害や事故に備えた強靱な水道づくり 【１１８億円】 

災害時における安定給水を確保するため、水道システムの上流部からの耐

震化を推進するほか、災害時において重要な拠点となる、医療施設や広域避

難場所、主要駅への供給管路を優先して耐震化を進めます。 

(３) お客さまから信頼される事業運営   【４億円】 

    省エネルギー化を考慮しながら、計画的な設備更新を行います。 

(４) 安定した水の供給体制の確保     【６４８億円】 

    水需要が減少を続ける中、高度経済成長期に整備してきた水道施設の多く

が、今後、更新時期を迎えることから、水需要の減少に対応した水道施設の

ダウンサイジングや統廃合を推進するとともに、安定給水への影響の大きい

老朽化した基幹管路を優先的に更新します。 

【 有収水量と水道料金の変化 】 
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３ 健全経営に向けた取組 

借入金残高を平成 30年度末までに 1,500億円程度に計画的に縮減させ、支払

利息を削減するとともに、水道施設の再構築・統廃合や長寿命化による維持修

繕コストの 100億円程度の抑制を図るほか、引き続き、職員費の縮減などに努

めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 財政収支計画の概要 

消費税を除く実質的な水道料金収入は、減少が続く見込みですが、効率的な

事業運営を行い、経費を削減することにより、利益剰余金を確保していきます。 

計画初年度となる平成 26年度には、引当金の計上義務化による退職給付引当

金の全額計上や、減損会計の導入による固定資産の帳簿価額の減額など、地方

公営企業会計制度の見直しに伴う一括処理のため、一時的に欠損金が生じます

が、平成27年度以降については、利益剰余金の確保が図られます。 

また、水道施設の再構築に向けて増額となる建設改良事業費等については、

借入金残高の縮減を図りつつ、内部留保資金や平成 27年度に終了となる鉛管解

消事業の財源（約 25億円）を振り替えるなどの工夫を行い、所要財源を確保し

ていきます。 

この結果、平成 30年度末の資金残高は、事業運営資金として必要な規模（60

億円）の確保が見込まれており、現行の料金水準の下で、経営計画に定める主

要事業の計画的な推進と確実な事業運営を図ります。 
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【財政収支計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(単位：億円)

　　　年度　 H２５

（予算）

H２６

（予算）

H２８

（計画）

H２９

（計画）

H３０

（計画）

収益的収入　　　　  　 　　a 604 648 618 613 609

水道料金 525 532 525 521 517

その他収入 79 116 93 92 92

収益的支出                 b 593 657 557 555 559

職員費 68 63 64 64 65

受水費 160 163 163 163 163

動力費、薬品費、修繕費 76 82 61 62 62

減価償却費等 147 147 141 142 146

支払利息 39 36 33 32 31

その他支出 103 166 95 92 92

消費税資本的支出調整額    c 6 10 13 12 12

5 ( 4) (25) (22) (16)

△ 19 48 46 38

資本的収入 (企業債等) 　  ① 71 72 105 95 97

資本的支出　　　　　　　　② 245 255 301 293 290

建設改良事業費等 137 136 182 170 170

元金償還金 108 119 119 123 120

資本的収支差引額（①-②） ③ △ 174 △ 183 △ 196 △ 198 △ 193

158 127 180 178 174

当年度分資金収支（③+④） ⑤ △ 16 △ 56 △ 16 △ 20 △ 19

資金残高 152 144 103 83 64

借入金残高 1,650 1,601 1,544 1,511 1,483

※

資

金

収

支

資本的収支不足額の補填　　④

（減価償却費等内部留保資金）
154

△ 25

119

1,564

(　)は、平成25年度まで適用される会計基準による「当年度損益」(利益剰余金又は欠損金)
を示す。

11

当年度損益      (a-b-c)

（利益剰余金又は欠損金）  d

( 4)

26

286資

本

的

収

支

107

△ 179

149

137

97

　

科目等

H２７

（計画）

収

益

的

収

支

626

530

96

589

67

164

87

140

34
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 地方公営企業会計制度の見直し（会計基準の見直し）について 

１ 会計基準の見直しの概要 

○ 地方公営企業会計制度は、民間の企業会計制度との整合性や透明性の一層の

向上を図る観点などから、昭和41年以来の全面的な見直しが行なわれた。 

○ 見直しのうち、「会計基準の見直し」（財務諸表の見直し等）については、

平成26年度予算から適用されるが、主な内容は次のとおりである。 

① 借入資本金 

企業債等の借入金は、これまでは、「資本」（借入資本金）とされていたが、

新たな会計基準では「負債」に計上するとされる。 

② 補助金等により取得した固定資産償却制度等 

国庫補助金や資産の寄付を受けた場合は、「資本」（資本剰余金）とされて

いたが、「負債」（長期前受金）に計上するとされ、損益計算上、その収入を

使用期間に応じて分割して収益化する。 

また、過去において発生した分も、利益剰余金や長期前受金に一括して移行

処理される。 

③ 引当金 

退職給付引当金（全員退職時に見込まれる手当総額）など、各種引当金計上

が義務化された。 

④ 減損会計の導入 

固定資産の帳簿価額が実際の収益性等に比べ過大な時は、適正な金額まで減

額するとされた。 

 

２ 見直しによる影響 

会計基準の見直しにより、全体として資産の減少、負債の増加、資本の減少を

招くため、貸借対照表（バランスシート）が大きく変化し、財務状態が見かけ上

悪化することになる。 
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【 経営計画における数値目標一覧 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標 算定方法
24年度
（実績）

30年度
（計画）

公道内鉛製給水管解消累計件数
（H17以降）

27年度

公道内鉛製給水管残存件数
（H16末　107,266件）

99%

耐震化された浄水施設の処理能力

 浄水場の浄水施設の処理能力

耐震化された配水池容量
（統廃合する配水池除く）

統廃合後（30年後）の配水池容量

耐震継手化された管路の延長

管路の延長

供給管路が耐震化された災害拠点病院箇所数

県指定災害拠点病院箇所数

耐震適合性のある基幹管路の延長

基幹管路の総延長
（H24末　692km）

老朽管の残存延長

管路の延長※

（H16末　7,399km）

基幹管路のうち老朽管の残存延長

基幹管路の総延長
（H24末　692km）

年間送水量－（漏水量＋調定減額水量）

年間送水量

　※ 口径75mm以上の送配水管の総延長

鉛製給水管の解消率 74%

浄水場の耐震化率
(寒川第３浄水場)

0%

配水池の耐震化率 18% 36%

全管路の耐震化率 16% 20%

災害拠点病院への供給管路
の耐震化率

0%

老朽管の残存率 18% 15%

基幹管路の耐震適合率 66% 69%

基幹管路の老朽管残存率 31% 28%

配水池の統廃合後の箇所数 統廃合後の配水池箇所数 136箇所 113箇所

ポンプ所の統廃合後の箇所
数

統廃合後のポンプ所箇所数 98箇所 92箇所

100%

100%

有効率 94% 95%

小規模水源の統廃合後の箇
所数

統廃合後の小規模水源箇所数 15箇所 12箇所



経営計画 1０年後 ２０年後 ３０年後

Ｈ26～Ｈ30年度 Ｈ31～Ｈ35年度 達成目標 Ｈ36～Ｈ45年度 達成目標 Ｈ46～Ｈ55年度 達成目標 H55以降

・寒川第３浄水場耐震化完了(H30）

・谷ケ原浄水場耐震化完了（H34）

・寒川第２浄水場廃止（H37以降）

浄水場

・一次/災害用指定等

主要配水池の耐震化完了（H39）
・配水池の統廃合

136箇所→100箇所(H55)

配水池

神奈川県営水道施設整備のロードマップ 別 紙

・大規模浄水場から一次配水池ま

での基幹管路の耐震化完了（H39）

・昭和46年以前の小口径老

朽管路の更新完了（H55）

・一次配水池から各地域を結ぶ

基幹管路の耐震化完了（H55）

これまでの取組状況

○老朽施設の更新

「施設の見える化」において、今後30年

間に必要な更新コストが約6,300億円(年約

210億円)と試算され、現状の規模(年約130

億円)をはるかに超えることから、施設の再

構築と計画的な更新に取り組む。

○水道施設の耐震対策

切迫性の高い東海地震(レベル１地震動)

に備えた補強はほぼ完了しているが、今後

は、平成20年の水道施設基準の改正に対応

するため、県内で最大規模と想定される南
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するため、県内で最大規模と想定される南

関東地震(レベル２地震動)に備えた補強を

推進する。

配水池 136箇所の
確
保

老朽管更新 残存延長　1,315km
※基幹管路含む 残存延長　1,079km（H30末） 残存延長　923km（H35末）　 残存延長　473km（H45末） 残存延長：0km

　     配水池

耐震化率：36％　　　　　　　72％

◇
災
害
や
事
故
に
備
え

　     浄水場
　 小規模水源

◆レベル２（鳥屋浄水場）

◆レベル２耐震化（長野、イタリー、品ノ木、水土野）

◆レベル２耐震化（寒川第３浄水場）

◆レベル２耐震化（谷ケ原浄水場）

◆236kmの更新

◆10箇所の耐震化 ◆10箇所の耐震化

◆55箇所の耐震化

◆4箇所の廃止

◆17箇所の耐震化

◆156kmの更新 ◆450kmの更新 ◆473kmの更新

◆8箇所の耐震化

●

漏
水
な
ど
給
水
の
途
中
で

に
低
減
す
る
。

●

災
害
時
に
医
療
活
動
を
継
続

●

災
害
時
で
も
す
べ
て
の
市
町

●

漏
水
な
ど
給
水
の
途
中
で

に
低
減
す
る
。

●

お
客
さ
ま
に
よ
り
近
い
配
水
池

●

避
難
者
や
帰
宅
困
難
者
へ
の

将
来
に
わ
た
り
安
全
で
お
い
し
い
水
を
供
給
し
続
け
る

耐
震
化

災
害
用
指
定
配
水
池
間
の
管
路
の
耐
震
化

耐
震
化

●

漏
水
な
ど
給
水
の
途
中
で

に
低
減
す
る
。

●

大
規
模
地
震
が
発
生
し
て
も

配
水
池
へ
の
供
給
を
続
け
る
こ
と
が
で
き
る

耐震化率（*1）：18％ 36％

136箇所 113箇所
113箇所 108箇所 108箇所 104箇所

72％ 93％
耐震化率

104箇所 100箇所程度

93％ 100％
耐震化率

効果

長期耐用型耐震
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基幹管路の耐震適合率

災害拠点病院

につながる

管路から着手

大口径かつ

水道システム

上流側から着手

● 精度と信頼性の高い検査体制、水質事故等の迅速な対応

● 自動水質測定装置や追加塩素消毒設備の適正な維持、更新

● 配水池の統廃合、管路のダウンサイジング

効

果
● お客さまにより安全で良質な水を安心して使用いただける体制を整備する。

● 残留塩素濃度の低減化や平準化、輸送時間を短縮して水をお届けする。
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*1統廃合により廃止する配水池36箇所の容量を除いた耐震化率

*2「基幹管路の耐震適合率」とは、地盤条件と合わせて耐震性が認められる管路の率
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